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5．海外の事例
　では、海外の大学ではこれらの問題をどのよう
に解決しているのだろうか。本稿では米国の事例
と韓国のそれとを併せて紹介したい。
（1）米国の大学の事例
　筆者は縁あって、2015年3月にニューヨーク
を訪れ、米国3大学及び1機関を調査訪問する機
会があった。事前に企画された1週間のツアー xix
で、筆者を含め16大学3機関から計25名が参加
した。日本の多くの大学の間でAO入試が新たに
脚光を浴びていることもあって、今後このよう
な教育・学術目的のツアーは増えるのではない
だろうか 。
　今回訪れたのは、ニューヨーク州立大学バファ
ロー校（以下UB）、フォーダム大学、ニューヨー
ク大学の3大学である（訪問順）。米国の高校
生やその保護者に大きな影響力を持つUS World 
News & Reports誌による全米大学ランキング最
新版では、UBが103位、フォーダム大が58位、
ニューヨーク大が32位と、いずれもトップ20 校
のすぐ下ティア2以下に属し、米国では中堅と評
価される大学であり、そのためより優秀な学生
を獲得しようとアドミッションには力を入れて
いるとのことだった。既に述べた線形評価法の
問題点に則して、以下に筆者が気付いた点を記
す。
①指標の選び方
　どの大学も具体的にどのような指標を用いてい
るかは明かしてくれなかったが、SAT等の学科試
験を課すこと、高校時代の成績（大学院入試なら
ば大学時代の成績）を重視することは3大学とも
共通していた。そして、学科試験については必ず
しも米国のそれに拘っているわけではなく、留学
生に関しては例えば中国人の受験生なら「高考」
と呼ばれる中国独自の試験の点数を考慮するとの
ことだった。
　実は、これはリスボン協定xxiと呼ばれる国際的
に合意された理念、或はそこから派生した現代的
な潮流を踏襲したものだと解釈することが可能で
ある。芦沢（2013）xxiiらによれば、同協定では「公
平性と透明性の原則に基づき、仮に2つの資格基
準の間に差異があったとしても、その差異が『実
質的な差異』であることが立証されない限り、同
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等の資格基準として取り扱われるべきで
ある」と規定されている。また、同協定
では「移民や留学生が自国で得た資格や
学歴に対して、『同等』の資格や学歴の認
定を求めた際、申請を受け付けた国（ま
たは大学等の権威ある組織）が『同等性』
を否定するためには、その根拠を明確に
示す責任をもつ」とも述べている。
　つまり、米国のSATと中国の高考では、
当然ながらその内容について様々な差異があるも
のの、当該テストによって測定可能な学力のレベ
ル、内容ないしはその質に「実質的な差異」がな
ければ、両者はあくまでも対等に扱われるべきで
ある、というのがリスボン協定以降の考え方であ
る。残念ながら、日本の大学による留学生の選抜
方法に関しては、未だそのような考え方には立っ
ていない。先述の芦沢らは「特定の入学試験を受
験させる方式で選抜が行われるケースが多い」と
日本の現行方式を批判しており、筆者も全く同感
である。
　また、中国の試験と米国のSAT、或はそれ以
外の国（例えばタイ、日本等）の試験とで、ス
コアをどのように比較するのかを尋ねたところ、
ニューヨーク大学ではそのような点数の比較表
（conversion table）は使っていないとのことで
あった。どうやら、それほど厳格に判定している
のではないようである。良い意味で柔軟性がある
とも言える。
　重要なのは現在日本でも大きな注目を浴びて
いる、各大学独自のアドミッション・ポリシー
である。特にニューヨーク大学の担当者が強調
していたが、幾らペーパーテストの点数が高く
ても、大学の校風に合わないと思われる受験生
は（たとえ入学させてもお互いに不幸になるだ
けだから）合格させない、そのために、うちの
大学はどのような学生が欲しいか予め明示して
いると自信を持って話していた。単なるガリ勉
は嫌われるようである。
　最後に面接についてだが、フォーダム大学は大
学院ビジネススクールでのヒアリングだったこと
もあり、重視しているとの回答であった。海外の
場合にはSkype等を通じて実施している。この点
は、わが国のG30によるコースも同様であろう。
　一方、他の2大学はより受験生の多い学部レベ
ルの入試担当官にヒアリングしたこともあり、物
理的にそれほど重視はしていないという印象であ
る。ただひとつ、日本と大きく異なるのは、卒業
生等を大学の協力者として積極的に活用している
ことだろう。面接に関わる大学スタッフの物理的・
時間的負担を減らすには、可能な限りそれ以外の
ボランティアの継続的かつ組織的な協力を仰ぐこ
とが不可欠であるように思う。日本でも、同窓会
の整備や大学との連携が必要であろう。
②測定の問題、及び
⑤評価基準自体のふらつきが不可避であること
　どの大学もそれほど厳格に各指標の点数化自体
を問題視している様子はなかった。これは各大学
の志願状況によるのかもしれない。例えば、UB
では、志願者に対する合格者の割合は直近の入試
で64%だとのこと。そのため、どちらかと言えば
同大の入試は「落とすため」と言うよりは「出来
るだけ受け入れよう」という態度で臨んでいると
のことであった。
　評価基準についても、同大に関しては割と明確
写真 1．ニューヨーク大学アドミッションズ・オフィサーによる講義
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であるとのことであった。同大のアドミッション
ズ・オフィスでは、一般の入試と共にTransferと
呼ばれる他大学からの編入試験も担当しており、
そちらの方はさらに基準が明確になっているた
め、ふらつきや困難は少ないとのことであった。
　但し、そのような基準をもとに合否を判定する
のはあくまでも主観からは逃れられない人間であ
り、アドミッションズ・オフィサーと呼ばれる職
員である。彼らの能力向上のため、各大学共に研
修には力を入れているという印象を受けた。この
点は後述する。
　因に、フォーダム大学でアドミッションズ・オ
フィサーの前職を尋ねてみたところ、化粧品会社
だということだった。彼女以外全員が回答してく
れたが、入試のプロとして雇われた人は1人もい
ない。つまり皆、アドミッションズ・オフィサー
としてのスキルは採用後OJTによって獲得したも
のである。このことは、きちんとした能力開発の
ための研修プログラムさえあれば、日本の大学で
もこのような専門家を育てることが十分に可能で
あることを示唆している。
③ウェイトの問題
　学科試験や高校時代の成績といった指標ごとの
ウェイトがどのようなものか、この点については
企業秘密中の企業秘密であろうと思われる。その
ため残念ながら、どの大学も明確には教えてくれ
なかった。しかし反面、UB、ニューヨーク大共
に高校間のレベル差は気にしないと名言した。ど
のようなレベルの高校であれ、成績の良い者、頑
張った者はそれなりに遇するということである。
因に、受験生は願書と共にschool profileと呼ば
れる高校のパンフレットを同封して来ることが多
く、パンフレットには各高校の大学進学実績等も
掲載されているため、当該高校のレベルは大まか
に推し量ることが出来るとのこと。
　但し、この事実だけをもって全体的な傾向につ
いて一般化するのは危険である。というのも、今
回訪問したのは中堅どころの大学ばかりだから
だ。受験生の出身高校のレベル差は比較的少ない
だろう。しかし、例えばアイビーリーグやスタン
フォード、MITのようなトップ校ならば、いわゆ
るプレップスクールと呼ばれる有名進学高校から
の志願者も増え、高校間格差はより顕著に見られ
るだろう。そのような大学群では、果たして高校
のレベルに応じたGPAの補正等を行っているのか
否か、残念ながら今回の調査では不明である。
　また、UBでは、合格した受験生の引き止め策
を重視しているとのことであった。大学ごとの二
次試験を課さないこうしたAO入試では、受験生
はどのような大学にも併願が可能である。そして
実際、多くの受験生は複数の大学から合格通知を
受け取るので、進学するただ1校を除いて他の大
学には全て断りの手紙を出すことになる。そのた
め、全米最難関とされるハーバード大学ですら、
受験情報サイトIvy Coachの最新データによれば、
定員1,660名に対して1,990名と約2割増しの合格
者を出しているxxiii。
　話を戻そう。合格者の歩留まりを良くするた
め、UBでは学生を大いに活用している。例えば、
留学生だけを扱う同大International Admissions 
Officeでは、プロパーの職員は（受付を除き）6
名のみ。残る15名のスタッフはいずれもアシス
タントと呼ばれる学生で、各自20時間の業務研
修が課されるxxiv。同オフィスではさらに10名の
学生を雇用し、同じく各自15時間の研修を課す。
日本で言うアルバイトという感覚に近いのだが、
通常は大使という意味で用いられるAmbassador
という肩書きを与えてやる気を持たせているのが
実にうまい。学生Ambassadorには、彼らの母国
の合格者たちに電話やメール等の手段で入学を勧
奨する役割を担わせている。
　我々日本人からしてみれば、志願者や合格者の
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個人情報に関するセキュリティは多いに気になる
ところだ。実際、同オフィスには多くの志願書が
棚にファイルされ、スタッフなら誰でも見られる
ように置かれてある。果たして、学生にそこまで
情報をオープンにして良いものだろうか。
　この点を担当者に尋ねてみたところ、学生をた
だ信じることだと逆に説き伏せられてしまった。
もちろん、研修でもこの点は重要なポイントとし
て何度も触れるとのことであった。
　各大学が日本とは異なる多様な入試方法を準
備していることにも、調査ツアー参加者からは
感 嘆 の 声 が 漏 れ た。Rolling AdmissionsやEarly 
Decision等がそれである。これらについては、
ツアー参加者の間で誤解も多かったので、出光
（2015）xxvによる分かりやすい分類表を表2に示
しておく。
　これら以外にひとつ気付いたことがある。それ
は、アドミッションズ・オフィス職員の肩書きで
ある。驚いたことに、アドミッションズ・オフィ
サーという肩書きの人は1人もいなかった。確か
に考えてみれば、アドミッションズ・オフィサー
というのは大学の入試広報を専門にしているとい
う、その職能を表しているに過ぎない。つまり、
アドミッションズ・オフィスの職員ならば、部長
であろうが若手であろうが、全員がアドミッショ
ンズ・オフィサーなのである。そのため、筆者ら
の出会った3大学職員の肩書きは全て、Director
或はManagerなどの階層を表す語が冒頭にあり、
その次に所属部署や仕事の内容を表す語が付属す
る、という構成であった。
　それに比べ、日本から参加した各大学職員の英
語の肩書きは些か心もとなく映る。Admissions 
Officerな ら ば ま だ し も、Headや らChiefや ら
Administratorやらでは、その人がどのような職
階にあり（つまりどの程度の権限を持ち）、いか
なる仕事に従事しているのか、部外者には全くわ
からない。例えば今仮に、こうした日米の大学職
員2人が同じような位にあり、似たような業務を
担当していたとしよう。その両者が同時に海外の
高校・大学を訪れ、現地の責任者と名刺交換をし
た時、果たしてどちらの肩書きがより大きな国際
競争力を持つだろうか。答えは明らかな気がする
のだが。ひとつ重要なことは、肩書きはコストの
かからない広報ツールだということである。
（2）米国の外国学歴・資格評価（認証）団体
　米国の外国学歴・資格評価（認証）団体であ
るWorld Education Services （WES）への訪問は、
今回の調査ツアーの白眉だったのではなかろう
か。なぜなら、そもそも日本にはこのような団体
は現段階で存在しないし、米国にはそのような団
体があるらしいと一部では知られていても、その
活動内容はこれまで厚いベールに包まれていたか
らである。実際、WESの担当者によれば、今回
表 2．アメリカの高等教育機関における入学者選考のルール
出典　出光直樹（2015）p13.
選考実施時期 概要・合格者の入学義務に関するルール
通常時期（Regular Decision）
通常のスケジュールに基づいて選考を行う。合格者の入
学義務はなし。
先着順(Rolling Admission)
大学に願書が届いた時点から選考が始まる。合格者の
入学義務はなし。
早期(Early Action)
早期に出願し合否が決定する。合格者の入学義務はな
し。併願可。
早期(Early Decision)
早期に出願し合否が決定する。合格すると入学義務が
生じる。専願。
早期(Restrictive Early Action)
早期に出願し合否が決定する。合格者の入学義務はな
いが、他大学への早期出願はできない。
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のような形で日本から調査団を受け入れるという
のは初めてだと言う。
　米国の多くの大学がWESに最も期待している
ことは、志願者の提出する応募書類の真贋を見分
けることである。日本でも2006年、九州地方に
ある国立大学の大学院で、中国人留学生数名の
大学卒業証書が偽造であったことが発覚し問題
となった。2014年8月の日本経済新聞によれば、
中国ではこれまで210もの存在しない偽大学が見
つかったというxxvi。
　WESは世界各国の公的な機関と連携し、こう
した不正に他国の大学が引っかからないよう、志
願者の提出する情報の真贋を判定するサービスを
有償で提供している。ここで重要なことは、その
ための費用はあくまでも志願者個人が支払うと
いうことだ。順番としては、1）大学側が志願者
にWESを利用するよう依頼し、2）志願者が応募
書類をWESに郵送すると共に費用を支払い、3）
WESは大学側に判定結果を伝える、という流れ
である。なお、志願者はその結果を他大学への応
募の際にも使用することが出来る。
　さて、各国の志願者から送られてくる書類を
精査し、それが本物だったとしよう。ここから、
WESのもうひとつの大きな仕事が始まる。それ
は、1）志願者の自国での学歴が（例えば）米国
内であればどの段階に相当するか（高卒か、短大
卒か、大卒か等）、2）或は自国で得た資格は米
国のどの資格と同等か、3）成績は米国式GPAな
ら何点に換算されるか、の主として
3つの点を判定し、大学側にアドバ
イスすることである。なお、米国の
大学の事例で述べた高校間のレベル
差については、WESは特に情報と
して大学に提供しない。そこはあく
までも大学の判断だ、ということで
あった。
　WESは純粋な民間の団体であり、
今回の調査ツアーを企画し引率をした一橋大学
の太田浩教授によれば、米国には同様の団体が
他にも複数あるという。また、WESによるこう
したサービスを利用しているのは米国の大学だ
けではなく、隣国カナダを始め世界中の大学が
利用しているとのこと。個別の名前は残念なが
ら聞けなかったものの、日本の大学数校もこの
中に含まれている。
（3）韓国の大学の事例
　上記米国調査ツアーの半年前（2014年9月）、筆
者は韓国・ソウル大学においても、AO入試に関す
るヒアリング調査を行った。きっかけはその少し
前（2014年9月初旬）、韓国の大学入試について読
売新聞が「変わる大学入試」と題する連載記事を
掲載したことである。韓国の政策転換のスピード
と余りの大胆さに筆者は大きな衝撃を受け、すぐ
さまソウル大学での調査を実施したのだった。
　当該ヒアリングは、ソウル大・女性アドミッショ
ンズ・オフィサー Aさんの次のようなショッキン
グな第一声から始まった。
　「AO入試が、日本の大学でも実施されていることは
知っています。但しそれは、数ある入試形態のひとつ
という位置づけであるというのが我々の認識です。韓
国の事情は全然違います。韓国では、今や全学生の
75%がAO入試を経て入学しますから、それが主流の入
試方法なのです。」
写真 2．WES のオフィス
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　因に、韓国の大学では日本のような各大学独自
の二次学力試験の実施は禁止されている。つまり、
現段階における韓国の大学入試は日本のそれより
も米国型に近い。筆者の周囲にも少なからずいる
のだが、大学入試当日の映像など、80年代にマ
スコミを通じて盛んに流布された情報の印象が余
りに強烈だったため、韓国と言えばペーパーテス
トの一発勝負という印象を持つ人が、大学関係者
でさえ未だに多いxxvii。この点の認識は早急に改
めねばならないだろう。
　以下は、ソウル大学アドミッションズ・オフィ
サー 2名（男女各1）から聞き及んだ内容の概略
である。項目ごとに順を追って記す。
①これまでの経緯
　Aさんによれば、韓国でも以前は日本とほぼ同
じく、試験の成績を1点刻みで評価し単純に合否
を決定していた。その方が楽だったからだと言
う。しかし2000年が訪れる頃、ソウル大学の中に、
果たしてそれで良いのかと疑問を持つ人たちが現
れた。
　第一に、塾や予備校へ通う受験生が得をしてい
た、ということがあるらしい。多くは金持ちの子
弟で、経済的な格差がそのまま受験の結果に表れ
ていたという。第二に、ソウル大学の教員たちは
当時の高校段階での教育にも大きな疑問を持って
いた。点取り屋を育てる、いわゆる詰込み型の受
験勉強が中心で、理想の教育環境からは程遠かっ
たからだそうだ。
　彼ら教員は学内で議論を重ね、他に取り得る現
実的な選択肢として米国の事情を調査することに
なる。当該調査は翌2001年になって本格的に開
始され、エール大学、スタンフォード大学、ハー
バード大学、カリフォルニア工科大学、カリフォ
ルニア大学バークレー校などを訪問し、聞き取り
調査を行った。そしてその中で、彼ら教員はソウ
ル大学と同じ公立大学であるカリフォルニア大
バークレー校の事例を取り入れることを決め、入
試改革と同時に、専門官であるアドミッションズ・
オフィサー（以下、単にオフィサーと記す）の育
成に着手したのである。
　まずは学内や社会を啓発するため、そして多く
の理解を得るために、ソウル大学主催によるセミ
ナーやシンポジウムを数次にわたって開催し、上
記の訪問大学からも担当者/専門家に来韓を要請。
当時は、大学の入試を改革することで、最終的に
は高校の教育を変えたいという思いが教員の間に
強かったという。
　Aさんによれば、結果として、新しい制度が根
付くまで10年が必要だった。その間、2008年か
らはこのような試みが成功を収めつつあるのを見
た政府が、他大学へもそれを広めるため、政府・
教育部（わが国の文部科学省に相当）が主体となっ
て公的・全国的なオフィサー育成プロジェクトを
開始したxxviii。
　プロジェクトは5年継続で、年間予算は年度に
より違いはあるものの、300億ウォンから500億
ウォン。ソウル大の試みが全国の大学に波及した
ことで、韓国における高校段階の教育は10年前
と比べ劇的に変わったのではないか、とAさんは
言う。入試改革が最も成功したのはまさにその部
分だと彼女は考えているようだ。
②ソウル大オフィサーたちのプロフィール
　ソウル大アドミッションズ・オフィスは、国内
向けと海外向けの2つに分かれる。調査時点での
オフィサー数は計26名で、師範大学（日本で言
う教員養成系大学・学部）出身者が多くなってい
る。学生時代の専攻は人文・社会科学系が大半だ
が、自然科学系専攻の者もいるとのこと。
　その自然科学分野では、情報分野の専門家が特
に目立っている。個人情報保護や、入試情報等の
統計処理があるためだろう。変わったところでは、
高校の校長経験者という者も1名いる。
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　年齢は30代前半が多い。シニアと呼ばれる人
で40代前半。全員の給与は2008年から政府が支
出している。また、オフィサー 26名は、その殆
どが修士号取得者である。博士は3 ～ 4名。多い
時は6 ～ 7名いたが、博士号取得者の場合は純粋
なオフィサーではなく、教員と兼任の場合もあっ
た。学士レベルは殆どいない。よく言われるよう
に、ダイアモンド型（図1参照）の学歴構成である。
③オフィサーの具体的な仕事
・年度の上半期は入試広報としての高校訪問が中
心である。訪問の際には、入試情報だけではな
く、入学後のカリキュラムや教育内容もきちん
と知らせる。
・年度の下半期は入試本番の時期でもあり、繁忙
期にあたる。願書やエッセイの読み込みなどで、
文字通り寝る暇もないほどらしい。土日など休
みは当然ないとのこと。
・受験生は毎年2万人前後。全ての願書、エッセ
イ、推薦書を手分けして読み込む。日本と異な
るのは、高校側が受験生のために提出してくる
調査書（学籍簿）の存在。1人当たり10 ～ 20
頁もあり、高校側の生徒への評価が詳しく書か
れている。
・その他の大事な仕事として、高校の情報収集と
パンフレット作りがある。
④オフィサーの権限
　ソウル大では、入試を願書のスクリーニングか
ら始まる第1段階から数えて、全部で5つの段階
に分けている。オフィサーはその第1段階と第2
段階に関わる。この時、オフィサーとしては各学
部のアドミッション・ポリシーを常に確認するこ
とが大事だとされる。
　調査した米国の事例では、いずれの大学も韓
国や日本で言う部局（学部、研究科）にあたる
ものがないため、オフィサーはそれこそ全学を
代表して受験生全員を最後まで責任を持って選
考していた。ところが、ソウル大では日本と同
じく各部局の権限が強いため、アドミッション
ズ・オフィス/オフィサーの力を借りつつも、例
えば学部の入試であれば最終的な合格者は各学
部の教員が決定するという現在の方法に落ち着
いた。部局の権限が強い日本の大学にとっては、
100%の米国式よりもこちらの方が大いに参考に
なるのではないかxxix。
　現在のところ学部入試では、各学部から計107
名の教員が入試担当として選出されており、オ
フィサーと協力しながら仕事を進めている。この
時、両者が信頼し合うというのが最も大事なこと、
とAさんは言う。いずれにしても、各部局とアド
ミッションズ・オフィス/オフィサーとの関係が
とても大事であることが見て取れる。
　入試における面接は、全ての学部ではなく一部
で実施している。その場合、運営の主体となるの
はオフィサーではなく教員である。また、数学に
関しては小テストを実施している学部もあるxxx。
⑤オフィサーの育成方法
　現在は、年間1人当たり400時間の研修が義務
付けられている。中でも、最も時間を要する大事
なものは、模擬評価である。同じ受験生の願書を
数人で読み、全員同じような評価が出るまで何度
も何度も繰り返し評価し、議論する。この点は、
既に紹介した線形評価法の問題点「②測定の問題」
及び「⑤評価基準自体のふらつきが不可避である
こと」を可能な限り回避しようとする試みである
図 1．ダイアモンド型学歴構成
学士（人数少）
修士（人数多）
博士（人数少）
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と捉えることが出来る。米国の大学においても、
オフィサーの研修が重要視されていることは既に
述べた。
　また、オフィサーのスキルアップには、オフィ
サー同士、或は高校の進路指導担当者等とのネッ
トワークも大事だとAさんは言う。それらの人的
なつながりを通じて得られるナマの情報や教訓は
貴重だからだ。さらには、オフィサーの国際標準
を学ぶ場として米国のHarvard Summer Institute 
on College Admissionsへ の 参 加 をAさ ん は 薦 め
る。彼女自身それに参加し、米国の進んだ制度が
勉強できてとても印象深かったと言う。因に、同
Instituteへは筆者自身も参加経験があり、本稿に
先駆け、「AO入試の新潮流と米国におけるワーク
ショップ～ Harvard Summer Institute on College 
Admissionsに参加して～」と題する報告を、同じ
く同Instituteへの参加経験を持つ古市智子（現・
東京大学職員）との共著により本誌2012年10月
号誌上で発表している。同Instituteに関する日本
語でのほぼ唯一の報告なので、併せてお読みいた
だければ著者として幸いである。
⑥ソウル大オフィサーから
　　　　日本の大学へのアドバイス
　以上見て来た結論として、韓国では既に筆者の
提唱するAO入試2.0はほぼ達成されているような
印象である。しかしながら、新しい制度の導入当
初には、失敗したこともあったと言う。第一に、
受験生の各種コンテスト・大会の受賞歴を高く評
価したがために、レベルの低いコンテストや各種
の大会が乱立することとなった。例えば、各高校
主催の校内作文コンテストが毎月のように開催さ
れ、多くの（無意味とは言わないまでも）受賞者
を生み出したりした。もちろん、その目的は明ら
かだ。
　さらには、塾が合格のための対策を伝授したり
する例が散見され、結局は塾へ通った受験生が得
をするという、元の木阿弥になってしまったこと
もあると言う。今では大学側も、各大会の位置づ
けや重要性を学習し、受験生の創造性や国際性を
評価する際、これらの受賞歴で安易に騙されない
ようにはなって来た。日本の大学も制度が変わる
当初は、こうした混乱がどこかで起きるのではな
いかとAさんは心配していた。
6．まとめ：
　　　日本におけるAO入試2.0の行方
　韓国の経験は、新たな制度が根付くまでには
10年という年月がひとつの目安になることを教
えてくれる。専門性を持ったオフィサーの育成に
も、それくらいの時間は必要であろう。日本には
まだ、そのための研修プログラムもカリキュラム
も存在しない。果たして、誰がどのように作成す
るのか。
　さらに言えば、研修だけを実施すれば果たして
オフィサーとなる人材は育つのか。今回の米国ツ
アー参加者の間では、日本の大学職員がなかなか
専門性を持てない理由として、平均3年周期の頻
繁な人事異動をやり玉に挙げる人が多かった。し
かし、このような労働慣行は何も大学に限った話
ではない。本田（2014）xxxiは、日本における正
社員の特性を「ジョブなきメンバーシップ」と呼
びxxxii、「職務に関する契約がないまま正社員とし
て仕事を始めるというのは、先進諸国、途上国を
問わず、他の諸国ではほぼあり得ないことである」
と批判する。ゼネラリストかスペシャリストかと
いう議論は、少なくとも前世紀後半から国内のあ
ちこちで繰り広げられており、それだけに根が深
い問題と言える。
　また、日本や韓国よりずっと先を行く米国の経
験は、それ以外の細々したことにも目を向ける必
要性を教えてくれる。例えばそれは外国学歴・資
格評価（認証）団体の整備であり、学生や卒業生
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への信頼と権限委譲といったことである。
　これらに加え、日本における大学入試改革の成
功のカギとして、出光（2015）は米国にあるよ
うなアドミッションズ・オフィサーの職能団体の
存在を重視する。NACAC （National Association 
for College Admission Counseling）と呼ばれる民
間団体がそれで、「高校と大学の接続に関わる専
門家集団として、アメリカの大学における入学者
選抜のルールを決めている」。先に紹介した「表
2　アメリカの高等教育機関における入学者選考
のルール」もNACACの資料によるものである。
　同じく出光によれば、NACACは「入試に関し
て高大で情報を共有し合う」仕組みとしても機
能している。実は筆者もある時期、NACACの会
員であったが、その際には年に数回、ベストプ
ラクティスや制度改革の内容等、全編入試に関
する記事が掲載された機関誌が送付されてきた。
言うまでもなく、この機関誌は多くの大学の関
係者も、高校の進路指導担当者も読む。従って、
このような組織の存在は、アドミッションの方
法論について、各大学が多面性・多様性を持ち
ながらも、他方である程度の標準化が可能なこ
とを示唆している。日本の大学入試体制がここ
までの進化を遂げるのは、果たしていつ頃のこ
とであろうか。
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